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若者の入団促進に向けた広報活動強化事業業務委託 公募型プロポーザル募集要領 

 

１ 目的 

   この要領は、「若者の入団促進に向けた広報活動強化事業」において、公募型プロポーザル

方式（以下「プロポーザル」という。）により業務委託者を募集する際の手続きについて、必要な

事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

 (1) 委託業務名 

   若者の入団促進に向けた広報活動強化事業 

 (2) 業務内容 

   別紙「若者の入団促進に向けた広報活動強化事業業務委託仕様書」のとおり 

 (3) 契約期間 

契約締結日から令和８年２月２７日（金）まで 

 

３ 委託契約上限額 

４，５８６，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む） 

※提案された企画内容を実施するために必要となるすべての経費を含む。 

 

４ 応募資格 

  企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとする。 

 (1) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 (2) 募集要領を公示した日から契約締結日までの期間において、本県における入札参加

資格制限措置 要綱の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。 

 (3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをし

た者若しくはなされた者（同法第４１条第１項に規定する更生手続き開始の決定を受

けた者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手

続開始の申立てをした者若しくはなされた者（同法第３３条第１項に規定する再生手

続き開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

 (4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる

者でないこと。 

   ア 役員等（提出者が個人である場合にはその者を、提出者が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同

じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）。 

   イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。 

   ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を
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加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者。 

   エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

者。 

   オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

 (5) 県税を滞納している者でないこと。 

 (6) 消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。 

 

５ スケジュール 

日 程 内 容 

令和７年６月２３日（月） 公募開始 

令和７年６月２７日（金）１６時 質問書の提出期限 

令和７年７月 １日（火）予定 質問書への回答期限 

令和７年７月 ４日（金）１６時 参加申込書の提出期限 

令和７年７月 ８日（火）予定 参加資格確認通知 

令和７年７月１５日（火）１６時 企画提案書等の提出期限 

令和７年７月１８日（金）予定 第一次審査結果の通知 

令和７年７月２３日（水）予定 第二次審査結果実施日（対面審査） 

令和７年７月２５日（金）予定 審査結果の通知 

令和７年７月下旬 予定 協議 

令和７年８月上旬 予定 見積書徴取 

令和７年８月中旬 予定 契約締結 

 

６ 質問等の受付 

本プロポーザルについて質問がある場合は、以下のとおり提出すること。 

 (1) 受付期限 

   令和７年６月２７日（金）１６時まで（必着） 

 (2) 提出方法 

   質問書（第１号様式）を用いて、下記１３に電子メールで提出すること。電子メー

ルを送信する際は、件名を「【広報活動強化事業】質問書の提出」とし、必ず電話で

送信確認すること。 

 (3) 回答方法 

   質問に対する回答は、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを

除き、令和７年７月１日（火）までに福島県消防保安課のホームページに掲載するも

のとし、個別の回答は行わない。 
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７ 参加申込書の提出 

  本プロポーザルに参加する意思のある者は、以下により必要書類を提出すること。な

お、この提出がない者の企画提案は受け付けない。 

 (1) 提出期限 

   令和７年７月４日（金）１６時まで（必着） 

 (2) 提出書類 

   ア 参加申込書(第２号様式) 

   イ 会社概要（第３号様式） 

   ウ 業務実績書（第４号様式） 

   エ 県税及び消費税の未納がないことの証明書（写し可） 

 (3) 提出方法 

   下記１３に電子メールで提出すること。電子メールを送信する際は、件名を「【広

報活動強化事業】参加申込の提出」とし、必ず電話で送信確認すること。 

 (4) 参加者の決定 

   提出書類を基に応募資格の審査を行い、審査結果を令和７年７月８日（火）までに

書面で通知する。 

 

８ 企画提案書等の提出 

  本プロポーザルに参加する意思のある者は、上記７による手続きを行った上で、企画

提案書等を以下により提出すること。 

 (1) 提出期限 

   令和７年７月１５日（火）１６時まで（必着） 

 (2) 提出書類 

   ア 企画提案書（様式任意。ただし、日本工業規格Ａ４版とする。） 

   イ 事業経費積算書（様式任意。ただし、日本工業規格Ａ４版とする。） 

   ウ その他企画提案に必要な書類（様式任意） 

 (3) 提出方法 

   持参または郵送 

 (4) 提出部数 

   ６部（正本１部、副本５部） 

 

９ 企画提案書等の提出に際しての留意事項 

 (1) 失格事項 

   以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格となる場合がある。 

   ア 提出期限を過ぎて書類が提出された場合 

   イ 提出書類に虚偽の内容の記載がされていた場合 

   ウ 提出書類に重大な不備があった場合 

   エ プロポーザル審査委員会の委員又は関係者に企画提案書に対する援助を直接的
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又は間接的に求めた者が提出した企画提案書 

   オ 参加申込書の提出期限から当該業務の契約締結日までの期間内に、提案者（役

員）が刑法に定める容疑により逮捕又は起訴された場合 

   カ 本募集要領に違反すると認められる場合 

   キ その他、福島県が予め指示した事項に違反した場合 

 (2) 複数提案の禁止 

   プロポーザル参加者は、複数の企画提案書の提出を行うことはできない。 

 (3) 辞退 

   参加申込書を提出した後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出すること。 

 (4) 費用負担 

   プロポーザルに要する経費等は、全て参加者の負担とする。 

 (5) その他 

   ア プロポーザル参加者は、参加申込書の提出をもって、本募集要領の記載内容を

承諾したものとみなす。 

   イ 提出された企画提案書等は返却しない。 

   ウ 提出後における企画提案書類等の内容変更、差替え又は再提出は認めない。 

 

１０ 委託候補者の選定 

 (1) 選定方法 

   プロポーザル参加者からの提案について、県はこれを総合的に評価し、委託候補者

を選定する。 

 (2) 一次審査（書面審査） 

   ア プロポーザル参加者から提出された企画提案書について書面審査を行い、二次

審査におけるヒアリング対象者（３者以内）を選定する。 

   イ 一次審査結果については、企画提案書を提出した参加者全員に対して書面で通

知する。 

   ウ 企画提案書の提出者が３者以下の場合は一次審査手続きを省略することができ

るものとし、募集要領の参加資格を有し、不適格事項の該当がないことを判断の

上、適合する全ての提案者をヒアリング対象者とし、その旨を書面で通知する。 

 (3) 二次審査（対面形式） 

   一次審査で選定された対象者に対し、対面形式にて企画提案書のプレゼンテーショ

ン及びヒアリングによる二次審査を実施する。二次審査結果については、二次審査参

加者全員に対して書面で通知する。 

 ア 開催日及び開催方法 

    令和７年７月２３日（水）福島県庁北庁舎内（予定） 

    ※詳細は別途通知します。 

 イ 審査時間 

    １５分以内の説明（プレゼンテーション）とし、質疑応答は１０分以内の予定。 
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 (4) 審査方法 

   審査委員が下記１１に定める評価基準に基づき企画提案書の評価・採点を行う。そ

の点数を合計した総合点と順位に基づき、委託候補者及び次点者を選定する。 

   なお、総合点が３００点（６割）以上であることを委託候補者の条件とする。 

 (5) 審査結果通知等 

   審査結果は、プロポーザル参加者全員に通知する。なお、委託候補者とならなかっ

た者は、審査結果通知の翌日から起算して２週間以内に選定されなかった理由を書面

により求めることができる。請求に対する回答の内容は「請求者及び最優秀者の企業

名とそれぞれの審査時の総得点」を公表するものとする。 

 

１１ 企画提案書の評価基準 

 (1) 審査基準 

審査項目 評価基準 加算率 配点 

１ 業務遂行能力   

 

(1)実施体制 

・業務を実施する上で十分な体制であるか。

また、統括責任者は業務を管理運営する

ために必要な知識、経歴を有しているか。 

×２ 10 

(2)スケジュール 
・業務を円滑かつ確実に実施できるスケジ

ュールであるか。 
×２ 10 

(3)業務実績 
・業務の遂行に必要なノウハウや実績を有

しているか。 
×２ 10 

２ 企画提案内容   

 
(1)目的の理解 

・消防団のイメージ向上や入団促進につな

がる内容を提案しているか。 
×２ 10 

(2)ＰＲ動画作成 
・動画の企画や構成は、若者や女性に訴求

する魅力ある内容となっているか。 
×３ 15 

(3)情報発信 
・特に若者や女性に対する的確な広報媒体、

広報手法の提案がされているか。 
×２ 10 

(4)研修会等 

・動画作成等未経験の市町村担当者でも容

易に理解できる企画となっているか。 
×３ 15 

・研修会等を通じて広報活動への意欲が高

まるような、実践的な提案をしているか。 
×２ 10 

(5)その他 
・業務の目的を達成するための独自の提案

や創意工夫があるか。 
×２ 10 

合  計 100 
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 (2) 評価点数の採点基準 

  「５」 → 特に優れている  「４」 → 優れている  「３」 → 普通 

 「２」 → やや劣る     「１」 → 劣る     「０」 → 提案なし 

 

１２ 契約の締結 

 (1) 仕様書の協議 

   選定した委託候補者と県が協議し、委託契約に係る仕様を確定した上で契約を締結

する。仕様書の内容は委託候補者が提案した内容を基本とするが、提案内容のとおり

に反映されない場合もある。 

 (2) 契約金額の決定 

   契約金額は、協議結果に基づき仕様書を作成し、これに基づき改めて見積書を徴取

し決定する。なお、見積金額は委託契約の上限額を超えないものとする。 

 (3) 評価内容の担保 

   契約締結後に企画提案書に基づく履行ができなかった場合において、再度の履行が

困難又は合理的な理由でないときは、契約金額の減額、損害賠償の請求、契約の解除、

違約金の請求の対象とすることができる。 

 (4) その他 

   委託候補者と県との間で行う協議が整わない場合、又は委託候補者が契約を辞退し

た場合は、審査結果において総合評価が次点であった者と協議を行うものとする。 

 

１３ 問い合わせ及び各書類の提出先 

  〒９６０－８６７０福島市杉妻町２番１６号（北庁舎３階） 

  福島県危機管理部 消防保安課 

  担当：岩渕 

  電話：０２４－５２１－７１９０ 

  メールアドレス：syoubou@pref.fukushima.lg.jp 

 

 

 

https://dneo-ap.pref.fukushima.lg.jp/cgi-bin/dneo/zwmljs.cgi?_=1715055754059

